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第１　中小・ベンチャー支援の現場から見た
知財戦略の現状と課題

１　中小・ベンチャーにとっての現実

大企業からはイノベーションが起こりにくく、
ベンチャーによりイノベーションを創出し、日本
からもＧＡＦＡのような巨大企業・産業を生み出
す機運が高まっている。特許庁においても、知財
の面からベンチャー企業を支援する様々な施策が

進められており、知財戦略を策定・支援するため
のツールは充実してきている。

一方で、中小・ベンチャー企業にとりなぜ知財
戦略が必要なのか、それら企業の経営者が認識さ
れていないと感じることが未だに多くある。一因
としては、目に見えず、その価値を可視化・数値
化をすることも容易ではない、知財そのものの性
質もあるが、経営者が自ら知財戦略の重要さを考
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えられる文献や機会も少ないように思われる。そ
れ故、しっかりとした知財戦略のイメージを持つ
ことができずに、突発的に良いアイデアをひらめ
いたと思った場合や、契約の締結などにおいて、
場当たり的に知財化や知財の取扱いを考えるよう
な対応に終始してしまっていることも少なくない
現状を知財戦略を支援する立場から日々感じる。

知財戦略の書籍は多数あるが、大企業向けのも
のが多く、中小・ベンチャー企業向けのものは数
少ない。大企業向けの戦略では、三位一体や、知
財ポートフォリオ理論、オープン・クローズ戦略
など、さまざまである。しかし、中小・ベンチャー
企業では、組織が部門毎に分断される等の可能性
が低いから三位一体は殆ど関係ないし、予算に乏
しいため、知財ポートフォリオ理論など採りよう
もない。中小・ベンチャー企業にはノイズとなっ
てしまう情報が多いし、忙しい中小・ベンチャー
経営者にとって、大企業向けのセオリーを中小・
ベンチャー向けにアレンジして読み替え適用する
ことなど、不可能に近い。

経営者自らが、知財戦略の重要性を認識し、か
つ、担当者に丸投げしない体制を持つことが、中
小・ベンチャー企業にとり極めて重要である。な
ぜなら、経営者がコミットしないと、知財戦略を
立てることが極めて難しくなるからである。知財
戦略とは、経営戦略や事業戦略に沿い、企業の強
みを見つめ直し、それをどのように知財として保
護していくかをデザインしていくプロセスそのも
のであるが、企業の強みは事業と事業を実現する
ビジネスモデルを決定する経営者でしか分からな
いことが多いからである。

一方で、知財戦略は、特許や意匠などが新規な
ものに権利が付与されるという性質上、いったん
開示してしまうと完全なリカバリーが困難になる
点で、経営に習熟した企業のステージに至ってか
らでは手遅れになることから、創業間もない段階
から、一定の理解をしておく必要がある。

そこで、本稿では、中小・ベンチャーが抱え
る知財戦略の現状と課題に関し、具体例を踏まえ
つつ述べた上、当該現状と課題及びこれに対する
解決案を提示する。これにより、経営者の方が自
ら知財戦略の大事さを理解し、知財を積極的に道

具として使いこなし、知財戦略の立案を主体的に
（専門家のサポートを得ながらも）考えていくこ
との一助になれば幸いである。

２　いつも持ち込まれる相談の問題点は同じ

これまで、ベンチャー企業を含む中小企業の知
財戦略を支援する業務に携わってきて思うことは、
持ち込まれる相談における問題点はおおむね共通
することである。

（a）特許を出願する前に、サービスをリリースし
て発明の内容を開示してしまった

（b）NDAを結ばずに、発明の内容を共同研究開
発を考えている取引先に開示してしまった

（c）技術系企業でない自社の製品・サービスが、
特許になるようなものとは思わなかった

（d）訴訟をする体力のない自社が特許をとる意味
などないと思っていた

（e）事業が軌道に乗ってユーザ数が増え市場が拡
大してから、特許を買えば足りると思っていた

（a）と（b）は、特許は内容が公開されてしま
うと取得できなくなるという、新規性という要件
がよく理解されていないことから生じる。（c）は、
既に公開された内容から一定レベル以上のもので
ないと特許が取得できないという進歩性という要
件の判断基準が正しく把握されていないことから
生じる。（d）は、特許をとる目的やその効果を狭
くとらえることによって生じる。（e）は、新規性
という要件だけでなく、企業の成長ステージごと
の特許の役割についての認識不足から生じる。

これらの問題点は、知財は見えないことから
生じる。企業の経営指標や事業の成長を判断する
指標は数値化することにより可視化される。アク
ティブユーザ数、月ごとの売上、利益などであり、
成長は確認できるが、成長が存続するかは確認し
難い。しかし、知財は、自社の事業に及ぼす影
響を見ることはできない１。したがって、経営者
にとり、知財は後回しになるし、悪影響があって
もそこに問題があることすら気づけないことが多 
い。

３　知財戦略のリカバリー

ベンチャー企業の資本政策においては、後戻り


